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1　国民健康保険課の業務概要

（１）組織図
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２名

（２）事務分掌

(1)市町村、広域連合の技術的助言に関すること

(2)後期高齢者医療財政安定化基金に関すること

(3)後期高齢者医療給付費負担金に関すること

(4)後期高齢者医療審査会に関すること

(5)医療費適正化計画に関すること

(6)特定健診、特定保健指導等保健事業に関すること

(7)保険医、保険薬剤師及び保険医療機関に関すること

(8)後期高齢者医療制度に関すること

(9)課の予算総括その他庶務に関すること

(10)保険者協議会に関すること

(11)保険給付の適正な実施に関すること

(1)国民健康保険関係法令の改廃及び解釈等に関すること

(2)国民健康保険法施行条例に関すること

(3)国民健保険運営方針に関すること

(4)国民健康保険運営協議会に関すること

(5)保険者努力支援制度に関すること（交付金を除く）

(6)保険者事務の標準化・広域化等に関すること

(7)保険料（税）の賦課及び徴収の適正な実施に関すること

(8)国民健康保険の広報に関すること

(9)保険者及び国民健康保険団体連合会の指導監督に関すること

(10)国民健康保険事業研修の計画及び実施に関すること

(11)国民健康保険審査会に関すること

(12)国民健康保険指導費等の予算管理に関すること

(13)その他国民健康保険制度に関すること

(1)沖縄県国民健康保険事業特別会計に関すること

(2)標準保険料率及び国民健康保険事業費納付金に関すること

(3)国民健康保険給付費等交付金（条例含む）に関すること

(4)沖縄県国民健康保険財政安定化基金に関すること

(5)国民健康保険広域化等支援基金に関すること

(6)市町村国民健康保険特別会計の赤字解消に関すること

(7)国保制度（主に国保財政関連）に関すること

(8)保険料（税）に関すること（徴収に係るものを除く）

(9)保険者努力支援交付金に関すること

(10)国民健康保険関係法令の改廃及び解釈等に関すること

(11)保険者及び国民健康保険団体連合会の指導監督に関すること
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（３）主要事業の体系図
【一般会計】

令和２年度当初予算額

（事項）
後期高齢者医療負担
金等事業費

14,227,629 千円 (事業）
後期高齢者医療負担金
等事業費

14,222,575 千円

(事業）
後期高齢者医療事務事
業費

3,440 千円

(事業）
沖縄県医療費適正化計
画推進事業

1,614 千円

(事項） 国民健康保険指導費 18,125,323 千円 (事業）
国民健康保険課事務管
理費

3,412 千円

(事業）
国民健康保険負担金等
事業費

17,848,082 千円

(事業）
国民健康保険特定健康
診査等負担金事業

228,145 千円

(事業）
国民健康保険運営事務
費繰出金

41,226 千円

(事業）
国民健康保険保険者機
能強化対策費繰出金

4,458 千円

(事項）
国民健康保険指導監
査費

7,258 千円 (事業）
国民健康保険指導監査
費

7,258 千円
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（３）主要事業の体系図
【国民健康保険事業特別会計】

（事項） 償還金及び還付加算金 242,742千円 （事業）
療養給付費等交付金償
還金

沖縄県国保ヘルスアップ
支援事業

175,000千円

64,242千円

209,026千円
特別高額医療費共同事
業事業費等拠出金事業

（事業）
高額医療費負担金償還
金

178,500千円

791千円（事業）

病床転換支援金等事業

31,978千円

134千円

（事項） 基金積立金 791千円

（事項） 共同事業拠出金事業 209,026千円 （事業）

令和２年度当初予算額

（事項） 保健事業費 175,000千円 （事業）

財政安定化基金積立金

（事項）
病床転換支援金等事
業

134千円 （事業）

前期高齢者納付金等事
業

（事項） 介護納付金事業 9,965,493千円 （事業） 介護納付金事業

（事業）
国民健康保険運営事務
費

9,965,493千円

（事項）
前期高齢者納付金等
事業

31,978千円 （事業）

123,774,721千円

（事項）
後期高齢者支援金等
事業

23,306,775千円

（事項） 国民健康保険運営費 54,252千円

（事業）
後期高齢者支援金等事
業

49,794千円

23,306,775千円

（事項） 保険給付費等交付金 123,774,721千円 （事業）

（事業）
国民健康保険保険者機
能強化対策費

4,458千円

保険給付費等交付金事
業
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２　国民健康保険制度

(1)　国民健康保険の状況

市町村 国保組合 計

平成26年度 41 1 42

平成27年度 41 1 42

平成28年度 41 1 42

平成29年度 41 1 42

平成30年度 41 1 42

※世帯数及び被保険者数は、年度末の数である。

(2)　保険給付

（単位：件、千円）

平成26年度

平成27年度

平成28年度

平成29年度

平成30年度

※千円未満を四捨五入していることから合計額と一致しない場合がある。

（単位：件、千円）

平成26年度

平成27年度

平成28年度

平成29年度

平成30年度

※千円未満を四捨五入していることから合計額と一致しない場合がある。

国保組合 計

252,475 566 253,041 470,915 1,280 472,195

　国民健康保険は、各職場の医療保険（健康保険、共済組合、船員保険など）被保険者、後期高齢者医療制
度の被保険者及び生活保護法による被保護世帯に属する者以外のすべての人を対象としている。
　平成30年度末の県内の被保険者数は、405,373人で、県人口の約27.5％に当たる。また、国民健康保険の加
入者のうち、長年、会社や官公署等に勤めて退職し、被用者保険各法に基づく年金受給権を有する65歳未満
の人及びその家族は退職者医療制度の適用を受けることになっており、平成30年度末現在510人が、その適
用を受けている。
　国民健康保険における保険給付は、療養の給付及び療養費、出産育児一時金、葬祭費及び高額療養費な
どがある。

表６－１　　保険者数及び被保険者数等の推移

保 険 者 数 世　  帯  　数 被 保 険 者 数(人)

市町村 国保組合 計 市町村

243,772 555 244,327 434,105 1,256 435,361

249,101 575 249,676 454,550 1,287 455,837

235,873 519 236,392 404,214 1,159 405,373

238,729 546 239,275 416,306 1,235 417,541

件数 給付費

5,432,770  95,307,107         272,631     4,362,321           5,705,401  99,669,428         

　平成30年度の療養給付費及び療養費等は953億4,192万1千円となっており、高額療養費は163億5,602万5

千円、出産育児一時金は11億5,024万4千円、葬祭費は4,541万円となっている。

表６－２　　療養給付費及び療養費等の推移

一般 退職者 合計

件数 給付費 件数 給付費

5,359,478  95,430,545         130,971     2,460,044           5,490,449  97,890,589         

5,388,598  96,931,459         206,230     3,502,602           5,594,828  100,434,061        

5,179,264  95,500,250         23,547      478,285              5,202,811  95,978,535         

5,295,645  96,241,046         67,459      1,444,507           5,363,104  97,685,553         

給付費

208,604     15,561,867         3,853        1,604,380           1,930        51,320               

表６－３　高額療養費・出産育児一時金・葬祭費の推移

高額療養費 出産育児一時金 葬祭費

件数 給付費 件数 給付費 件数

220,557     16,352,183         3,391        1,414,409           1,882        50,715               

216,882     16,205,353         3,701        1,545,240           1,823        48,400               

214,912     16,356,025         2,768        1,150,244           1,712        45,410               

231,756     16,571,001         3,092        1,288,349           1,813        47,980               
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　(3)　保健事業

（単位：人）

対象者数 受診者数 受診率 対象者数 実施者数 実施率

②平成30年度 234,514 92,145 39.3% 14,780 9,432 63.8%

②令和元年度 231,383 89,345 38.6% 13,960 9,385 67.2%

①　平成30年度市町村国保特定健康診査・特定保健指導実施状況報告書（国保中央会）

②　令和元年度市町村国保法定報告速報値（特定健診等データ管理システム_国保連合会）

　(4)　保険財政

黒字 33市町村

1組合

赤字 8市町村

計 42保険者

※千円未満を四捨五入していることから合計額と一致しない場合がある。

　　　　　　　　※千円未満を四捨五入していることから合計額と一致しない場合がある。

　また、平成30年度の制度改革により都道府県が国保財政の責任主体となり、国保財政の「入り」と「出」を管理

することとなった。それに伴い、公費は県で受け入れ、市町村からの納付金と合わせて、市町村の保険給付に

係る費用について、県が全額支払う仕組みとなった。平成30年度の県歳入合計は1,580億2,989万6千円、県歳

出合計は1,567億1,890万6千円であった。

△ 603,811千円

図６－１－(1)　平成30年度歳入歳出決算の状況（市町村、国保組合）

表６－５　平成30年度黒字及び赤字保険者の状況

決算収支

2,639,902千円

214,249千円

3,457,962千円

　平成30年度の国民健康保険の収支決算(市町村国保、国保組合の計)は、歳入合計1,799億4,546万9千円、

歳出合計1,805億4,928万円で、6億381万1千円の不足額が生じており、42保険者のうち34保険者が黒字、8保

険者が赤字となっている。

　被保険者の健康の保持増進のため、各保険者は、特定健康診査や特定保健指導等の保健事業を実施して

いる。

表６－４　県内国保の特定健康診査・特定保健指導実施状況

特定健康診査 特定保健指導

保険料

（税）, 
29,223,180
千円 , 16%

国庫支出

金, 58,142
千円 , 0%

保険給付費等交付金

（普通交付金）, 
113,729,470千円 , 63%

保険給付

費等交付

金（特別交

付金）, 
9,369,280
千円 , 5%

一般会計繰

入金, 
21,984,603
千円 , 12%

繰越金, 
4,253,994
千円 , 3%

その他, 1,326,800
千円, 1%

歳入合計

179,945,469

千円
保険給付費, 

114,339,975千

円 , 63%

納付金等, 
49,860,936千円 , 28%

総務費, 
3,890,258千

円 , 2%

保健事業費, 
1,562,870千円 , 

1%

その他, 10,895,242千円, 
6%

歳出合計

180,549,280
千円
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（単位：千円）

差　 引 　額

決算額 対前年度比 決算額 対前年度比 不足額（△）

平成26年度 200,403,181 1.032 210,370,454 1.026 △ 9,967,274

平成27年度 231,230,301 1.154 239,551,577 1.139 △ 8,321,277

平成28年度 228,518,590 0.988 232,670,094 0.971 △ 4,151,504

平成29年度 227,528,727 0.996 227,832,304 0.979 △ 303,577

平成30年度 179,945,469 0.791 180,549,280 0.792 △ 603,811

　　　　　　　　※千円未満を四捨五入していることから合計額と一致しない場合がある。

（単位：千円）

差　 引 　額

決算額 対前年度比 決算額 対前年度比 不足額（△）

平成30年度 158,029,896 - 156,718,906 - 1,310,990

※千円未満を四捨五入していることから合計額と一致しない場合がある。

表６－６－(2)　年度別歳入歳出決算の比較（沖縄県）

図６－１－(2)　平成30年度歳入歳出決算の状況（沖縄県）

表６－６－(1)　年度別歳入歳出決算の比較（市町村、国保組合）

歳　入 歳　出

歳　入 歳　出

国民健康保険事

業費納付金, 
49,746,009千円 , 

31%

国庫支出金, 
75,314,721千円 , 

48%

前期交付金等, 
19,727,965千円 , 13%

繰入金, 13,240,257
千円 , 8%

その他, 
943千円 , 

0%

歳入合計

158,029,896

千円

保険給付費等

交付金（普通
交付金）, 

113,729,470千

円 , 73%

保険給付費等交付

金（特別交付金）, 
9,369,280千円 , 6%

後期支援金等, 
33,620,156千円 , 21%

歳出合計

156,718,906

千円
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(5)　国民健康保険料（税）

収納率

対前年度比 調定額（円） 対前年度比 調定額（円） 対前年度比 （％）

平成26年度 0.99 116,682 1.01 61,942 1.03 93.77

平成27年度 1.00 116,605 1.00 63,195 1.02 93.99

平成28年度 1.00 119,377 1.02 66,199 1.05 94.11

平成29年度 0.99 121,032 1.01 68,667 1.04 94.35

平成30年度 1.00 123,478 1.02 71,415 1.04 93.79

軽減額 軽減額

実数 割合 実数 割合 （千円） 実数 割合 実数 割合 （千円）

平成27年度 97,341 38.2 155,567 32.8 3,130,304 0 0.0 0 0.0 0

平成28年度 93,855 37.4 146,270 32.1 3,000,362 0 0.0 0 0.0 0

平成29年度 91,635 37.3 140,049 32.1 2,917,190 0 0.0 0 0.0 0

平成30年度 89,207 37.0 133,888 32.0 2,871,577 0 0.0 0 0.0 0

令和元年度 88,847 37.2 131,477 32.2 2,864,185 0 0.0 0 0.0 0

平成27年度 44,473 17.5 112,817 23.8 1,351,789 0 0.0 0 0.0 0

平成28年度 43,714 17.4 107,699 23.6 1,312,415 0 0.0 0 0.0 0

平成29年度 41,731 17.0 100,192 23.0 1,238,788 0 0.0 0 0.0 0

平成30年度 40,187 16.7 94,056 22.5 1,202,730 0 0.0 0 0.0 0

令和元年度 39,524 16.6 90,914 22.3 1,182,321 0 0.0 0 0.0 0

平成27年度 25,038 9.8 56,533 11.9 281,548 162,607 65.5 310,502 68.6 4,594,325

平成28年度 25,142 10.0 55,518 12.2 280,695 158,508 64.8 295,759 67.8 4,436,673

平成29年度 24,870 10.1 53,850 12.3 275,782 158,236 64.4 294,091 67.4 4,431,760

平成30年度 24,159 10.0 51,360 12.3 270,934 153,553 63.8 279,304 66.7 4,345,241

令和元年度 23,857 10.0 49,634 12.2 267,183 152,228 63.8 272,025 66.7 4,313,689

※各年度の割合は全世帯数及び全被保険者数に対する軽減対象の割合。

※各年度の10月20日時点における賦課期日現在の数値となっている。

※千円未満は四捨五入

※表示単位未満は四捨五入

　国民健康保険における保険給付費等は、国民健康保険料（税）と、国や県等による公費により賄われることとなっ

ており、その負担割合は、保険料（税）50％、公費50％が基本である。

　高齢化の進展や医療の高度化に伴う医療費の増加等により保険給付費は年々増加しており、それに対応して、公

費負担も増加しているが、国保の加入者は低所得者が多いこと等から、保険料（税）の確保が厳しい状況となってい

る。

表６－７　国民健康保険料（税）の推移（現年分）

国民健康保険料（税） １世帯当たり額 被保険者１人当たり額

調定額（千円）

29,824,178

29,559,015

29,706,062

29,405,578

29,533,903

表６－８－(1)　低所得者に対する保険料（税）軽減措置の状況（医療分）

世帯数 被保険者 世帯数 被保険者

７割軽減 ６割軽減

５割軽減 ４割軽減

２割軽減 合　　計
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軽減額 軽減額

実数 割合 実数 割合 （千円） 実数 割合 実数 割合 （千円）

平成27年度 53,332 36.2 61,313 32.9 442,361 0 0.0 0 0.0 0

平成28年度 49,696 35.2 56,606 32.0 410,904 0 0.0 0 0.0 0

平成29年度 47,353 35.1 53,610 32.2 390,848 0 0.0 0 0.0 0

平成30年度 44,934 34.8 50,436 31.9 373,817 0 0.0 0 0.0 0

令和元年度 43,363 35.1 48,516 32.4 361,701 0 0.0 0 0.0 0

平成27年度 27,850 18.9 38,380 20.6 184,117 0 0.0 0 0.0 0

平成28年度 26,557 18.8 35,928 20.3 174,344 0 0.0 0 0.0 0

平成29年度 24,642 18.3 32,904 19.8 160,500 0 0.0 0 0.0 0

平成30年度 22,988 17.8 30,375 19.2 151,113 0 0.0 0 0.0 0

令和元年度 22,069 17.9 28,800 19.2 144,575 0 0.0 0 0.0 0

平成27年度 15,317 10.4 21,465 11.5 40,960 96,499 65.5 121,158 64.9 667,438

平成28年度 14,926 10.6 20,563 11.6 39,584 86,921 64.5 107,077 64.0 590,932

平成29年度 14,383 10.7 19,451 11.7 37,712 86,378 64.1 105,965 63.6 589,060

平成30年度 13,450 10.4 18,018 11.4 35,556 81,372 63.0 98,829 62.5 560,487

令和元年度 12,791 10.3 16,985 11.3 33,910 78,223 63.3 94,301 62.9 540,186

※各年度の割合は全世帯数及び全被保険者数に対する軽減対象の割合。

※各年度の10月20日時点における賦課期日現在の数値となっている。

※千円未満は四捨五入

軽減額 軽減額

実数 割合 実数 割合 （千円） 実数 割合 実数 割合 （千円）

平成27年度 97,341 38.2 155,567 32.8 907,305 0 0.0 0 0.0 0

平成28年度 93,855 37.4 146,270 32.1 870,389 0 0.0 0 0.0 0

平成29年度 91,635 37.3 140,049 32.1 843,852 0 0.0 0 0.0 0

平成30年度 89,207 37.0 133,888 32.0 838,959 0 0.0 0 0.0 0

令和元年度 88,847 37.2 131,477 32.2 836,973 0 0.0 0 0.0 0

平成27年度 44,473 17.5 112,817 23.8 406,880 0 0.0 0 0.0 0

平成28年度 43,714 17.4 107,699 23.6 395,124 0 0.0 0 0.0 0

平成29年度 41,731 17.0 100,192 23.0 371,130 0 0.0 0 0.0 0

平成30年度 40,187 16.7 94,056 22.5 363,903 0 0.0 0 0.0 0

令和元年度 39,524 16.6 90,914 22.3 358,483 0 0.0 0 0.0 0

平成27年度 25,038 9.8 56,533 11.9 84,150 166,852 65.5 324,917 68.6 1,398,335

平成28年度 25,142 10.0 55,518 12.2 83,751 162,711 64.8 309,487 67.8 1,298,733

平成29年度 24,870 10.1 53,850 12.3 82,007 158,236 64.4 294,091 67.4 1,296,989

平成30年度 24,159 10.0 51,360 12.3 81,203 153,553 63.8 279,304 66.7 1,284,065

令和元年度 23,857 10.0 49,634 12.2 79,964 152,228 63.8 272,025 66.7 1,275,419

※各年度の割合は全世帯数及び全被保険者数に対する軽減対象の割合。

※各年度の10月20日時点における賦課期日現在の数値となっている。

※千円未満は四捨五入

表６－８－(2)　低所得者に対する保険料（税）軽減措置の状況（介護分）

世帯数 被保険者 世帯数 被保険者

７割軽減 ６割軽減

５割軽減 ４割軽減

２割軽減 合　　計

表６－８－(3)　低所得者に対する保険料（税）軽減措置の状況（後期高齢者支援金分）
世帯数 被保険者 世帯数 被保険者

７割軽減 ６割軽減

５割軽減 ４割軽減

２割軽減 合　　計
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(6)　国庫支出金及び県支出金

（単位：千円）

※千円未満を四捨五入していることから合計額と一致しない場合がある。

（単位：千円）

※千円未満を四捨五入していることから合計額と一致しない場合がある。

（単位：千円）

※千円未満を四捨五入していることから合計額と一致しない場合がある。

（単位：千円）

※療養給付費等負担金（補助金）、財政調整交付金については、市町村等の受け入れベースの数値である。

※千円未満を四捨五入していることから合計額と一致しない場合がある。

国庫補助
金等

1,475 

保険基盤
安定負担

金

53,909 451 395 315 56,667 30,740 

75,314,721 

　特定健康
診査等負

担金

453,510 4,543 

1,693,703 

合計

1,695,178 

その他県
交付金

保健給付費等交付金（特別交付金）

2,247,525 440,112 

表６－９－(1)　国庫支出金の状況（市町村、国保組合、国保連）

合　計保険給付
費等交付
金（普通交

付金）

広報共同事
業負担金、
一般負担金

国民健康保
険団体連合

会

その他国
庫支出金

　　　　　表６－９－(2)　国庫支出金の状況（県）　　　

合計療養
給付費等
負担金

特定健康
診査等
負担金

普通調整
交付金

特別調整
交付金

保険者努
力支援制
度交付金

財政安定
化基金補

助金

表６－10　県支出金の状況

うち保険者
支援分

保険者努
力支援分

特別調整
交付金分

　都道府県
繰入金(2号

分）

平成30年度 41,530,719 220,056 

129,385,506 

平成26年度 1,680 44,754,944 31,501,319 700,834 1,736,561 

1,244 7,200 

表６－９（参考）　　国庫支出金の状況（平成29年度まで）

保険者（市町村・国保組合）

国民健康
保険団体
連合会
補助金

合　計事務費
負担金

療養
給付費等
負担金

（補助金）

財政調整
交付金

保険基盤
安定

負担金

高額医療
費共同事
業負担金

等

特定健康
診査等
負担金

その他

平成30年度 5,438,661 846,852 113,729,470 503,026 6,178,617 

19,558,442 10,402,544 1,246,077 

国民健康
保険団体
連合会
補助金

事務費
負担金

療養
給付費等
補助金

高額医療
費共同事
業負担金

特定健康
診査等
負担金

その他 合計

平成30年度 1,598 

保険者（市町村） 保険者（国保組合）

高額医療費共同事
業負担金、特別高
額医療費共同事業

負担金等

1,898,830 

保険者（県）

78,988,659 

平成27年度 1,651 43,166,995 31,325,096 1,735,004 1,757,815 237,155 1,222 62,455 78,287,394 

221,425 555 71,341 

　国民健康保険における保険給付費等のうち、50％は国や県等による公費により賄われることとなっている。

　平成30年度の制度改正に伴い、県が国庫支出金を受け入れて県支出金として市町村国保へ支払う（保険給

付費等交付金を交付する）こととなったため、平成29年度以前と受入項目が異なっている。

保険基盤
安定負担

金

保険者（市町村、国保組合）

77,889,227 

平成28年度 1,660 42,136,776 31,038,002 1,732,628 1,800,247 235,346 43,074 63,970 

平成29年度 1,661 44,108,950 29,787,835 1,710,046 1,762,851 225,704 228,954 63,227 

77,051,702 
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（単位：千円）

※千円未満を四捨五入していることから合計額と一致しない場合がある。

平成29年度 5,539,830 855,023 11,483,909 1,761,099 225,056 

保険基盤
安定負担金

県調整交付金
高額医療費
共同事業
負担金

特定健康
診査等負担金

内、保険者
支援分

平成26年度 5,313,449 350,417 12,013,531 1,736,094 229,397 

表６－10（参考）　　県支出金、負担金の状況（平成29年度まで）

7,000 

平成27年度 5,851,574 867,502 11,803,101 1,757,464 239,622 7,000 

平成28年度 5,702,516 866,314 11,761,098 1,799,808 233,641 7,000 

広報共同事業
負担金

7,000 

保険者（市町村・国保組合）
国民健康保険
団体連合会
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３ 高齢者医療制度（老人医療・後期高齢者医療）

（1）高齢者医療制度の状況

高齢者医療制度は、老人福祉法に基づき昭和48年１月から実施された、いわゆる老人医療費支

給制度に始まる。同制度は、昭和58年２月に老人保健制度へ移行し、さらに、平成20年４月から

後期高齢者医療制度へ移行した。

老人医療費支給制度では70歳以上（一定以上の障害認定者については65歳以上）を対象として

いたが、老人保健制度時の平成14年より対象年齢の引き上げが行われ、平成19年10月より75歳以

上（一定以上の障害認定者については65歳以上）が対象となっている。

医療給付等の実施主体は、老人保健制度では各市町村であったが、後期高齢者医療制度では、

都道府県単位で全ての市町村が加入する後期高齢者医療広域連合となっている。

平成30年度における後期高齢者医療制度の被保険者数（年度平均）は144,691人で、県人口のお

よそ9.8％にあたる。

後期高齢者医療制度における医療等の給付は、療養の給付及び療養費の支給、高額療養費の支

給、葬祭費の支給等がある。

１人あたり医療費は表６-11のとおり。

表６－11 医療費の状況

年 度 被保険者数 医療費(千円) 一人あたり医療費

平成 26 年度 132,444人 135,438,713 1,022,608円

平成 27 年度 135,642人 138,960,795 1,024,470円

平成 28 年度 139,053人 141,199,921 1,015,441円

平成 29 年度 142,123人 144,960,075 1,019,962円

平成 30 年度 144,691人 149,133,077 1,030,565円

※被保険者数は、年度平均の数である。

※平成25年度から平成30年度は各年度の「後期高齢者医療事業状況報告（年報 」(厚生労働）

省)による。

単位：千円）表６－12 県負担金の状況（実績） （

種類 医療給付費 高額医療費 基盤安定制度 不均一保険料 合 計

年度 負担金 負担金 負担金 負担金

平成27年度 10,196,641 647,845 2,206,157 － 13,050,643

平成28年度 10,402,559 720,697 2,237,552 － 13,360,808

平成29年度 10,434,418 641,351 2,261,877 － 13,337,646

平成30年度 10,685,543 791,858 2,280,294 － 13,757,695

令和元年度 10,936,917 790,114 2,236,688 － 13,963,719

※医療給付費負担金は、後期高齢者医療及び老人医療に係る負担金。

※不均一保険料負担金は平成25年度をもって終了。
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表６－13 高齢者にかかる医療制度

年 月(西暦) 経 緯

昭和48年 １月 （医療費無料化）老人福祉法改正：老人医療費支給制度の創設
（1973） ・対象：70歳以上（一定以上の障害認定者については65歳以上）

・患者自己負担分を公費で肩代わり

老人保健法制定：老人保健制度の創設昭和58年 ２月
・対象：70歳以上（一定以上の障害認定者については65歳以上）
・医療の費用負担：国20%、都道府県・市町村５％、拠出金70%
・一部負担金の導入

昭和62年 １月 ・老人保健施設の創設（昭和63年４月）
（1987）

平成４年 １月 ・老人訪問看護制度の創設
（1992） ・介護的部分（老人保健施設療養費等）の公費負担割合引き上げ

（３割から５割へ）

平成６年 10月 ・拠出金による老人保健施設等の整備
（1994） ・付添看護、介護についての給付の改革

・入院時食事療養費の創設等

平成９年 ９月 ・外来時薬剤一部負担金の創設
（1997） ・一部負担金額の医療費スライド制の創設

介護保険制度創設に伴う改正平成12年 ４月
（2000） ・医療費の公費負担割合の３割への統一

・老人保健施設等の介護保険移行
・要介護者等についての給付の調整（介護優先）

平成13年 １月 ・一部負担金の定率１割負担導入（上限あり）
（2001） ・高額医療費制度の創設

・薬剤一部負担金の廃止

平成14年 10月 ・対象者年齢を70歳以上から75歳以上へ５年間で段階的に引上げ
（2002） ・公費負担の割合を３割から５割に５年間で段階的に引上げ

・一部負担金の定率１割徹底（一定以上所得者２割）

平成18年 10月 ・一定以上所得者の一部負担金を３割に引上げ
（2006） ・療養病床に入院する高齢者の食費・居住費の負担見直し

平成19年 10月 ・対象者の75歳以上引き上げ完了
（2007）

高齢者の医療の確保に関する法律施行：後期高齢者医療制度の運用開始平成20年 ４月
（2008） ・対象：75歳以上（一定以上の障害認定者については65歳以上）

・医療給付費に係る費用負担：公費約５割（国４：都道府県１：市町村１）
後期高齢者医療支援金約４割（現役世代負担）
保険料約１割（被保険者負担）
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